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｢増税は景気後退招く｣現状維持要求

＜中小企業家同友会全国協議会＞

◇中小企業家同友会全国協議会は、2013年度の「国の政策に対する重点要望」を発表しました。
売上規模の小さい事業者ほど、消費税の転嫁ができていない中小企業4団体の共同調査を紹介し、「デフレ、不況下での消費税の税率引き上げはさらなる景気後退を招き、税収増加にもつながらず、政府の雇用拡大策とも離反する結果となるもので、現行税率を維持すること」を求めています。
その上で、「現行7割超の赤字企業を黒字化して税金を払えるようになるための仕事確保の方策や雇用対策、景気回復策を推進し税収の増加をはかること」が大事、と主張しています。

「消費税増税に経団連が賛成するのは“輸出戻し税”のため」が話題に

[image: image2.bmp]◇サラリーマンに人気の「週刊ポスト」3/2号は、民主党野田政権と小沢一朗元代表の「抗争」を特集。そのなかで、消費税増税を推し進める元凶の経団連について、｢景気を冷え込ませる消費増税に賛成しているのは、『大企業への補助金』といわれる消費税の輸出戻し税があるからだ｣と指摘しています。　税制の矛盾を指摘する、湖東京至・元関東学院大学法科大学院教授のコメントを以下のように紹介。「政府は消費増税分をすべて社会保障に回すという。現在の5％の消費税も基礎年金、医療、介護の財源という建て前。そうすると、輸出大企業は社会保障財源から補助金をもらっていることになる。『各人の能力に応じて平等に負担されるべき』という租税立法上の原則に照らしても、輸出戻し税の還付金制度は廃止か停止すべき」。この記事は NEWSポストセブンからネット配信され、話題になっています。
【国会で全商連会長が意見陳述します】

27日(月)の予算委員会で「社会保障と税の一体改革と経済」のテーマで、国分稔全商連会長が参考人・意見陳述します。「増税反対」で意見を述べるのは国分さんだけ。午後１時から15分の予定です。
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このニュースは県各界連および加盟団体へ送っています。増し刷りしてご活用ください。








消費税一口メモ　庶民にとって消費税は公平か？５つの問題点（所得税･法人税と比較）
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＊参考資料：佐飛淳一税理士の論文「民主党政権の消費税をめぐる３つの欺瞞点」








